
総 務 部

総 務 課

情 報 シ ス テ ム 課

職 員 課

契 約 管 財 課

地 域 防 災 課
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総務課 庶務係

１ 課別庁用バススポット運行使用回数

（１）中型 （２）小型

２ 統計

（１）建設工事統計調査

ア 建設工事受注動態統計調査

（ア）目的

月別の建設工事受注動向及び受注工事の詳細を把握することにより、各種行政施策の基礎

資料を得ることを目的とする。

（イ）調査日 毎月

イ 建設工事施工統計調査

（ア）目的

建設業の実態、１年間の建設活動の内容を明らかにすることにより、経済政策、建設行政、

建設業者育成指導等に資することを目的とする。

（イ）調査日 令和２年７月１日

（ウ）調査員 １人

（２）学校基本調査

ア 目的

学校に関する基本的事項を調査し、学校教育行政上の基礎資料を得ることを目的とする。

イ 調査日 令和２年５月１日

（３）工業統計調査

ア 目的

工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得ることを目的とする。

イ 調査日 令和２年６月１日

ウ 調査員 ５人

（４）国勢調査

ア 目的

国内の人及び世帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得ることを目的とする。

イ 調査日 令和２年１０月１日

ウ 指導員 ６４人

エ 調査員 ３８９人

３ 庁舎・庁舎別館等管理業務

（１）修繕・工事業務件数

課 名 回 数 課 名 回 数

農林課 １ 指導室 ２

指導室 ３ 合 計 ２

合 計 ４

修繕件数 工事件数

庁舎 ４４ ３
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（２）管理業務

（３）事務機器等借上

（４）負担金

４ 電気自動車用急速充電器使用回数

（令和２年７月１日（一般利用開始）から令和３年３月３１日までの使用実績の集計）

庁舎別館 １３ １

合 計 ５７ ４

件 名 受託者 契約金額（円）

庁

舎

庁舎電話設備維持管理業務委託
東日本電信電話㈱東
京事業部

５５２，６８４

公共施設自家用電気工作物保安管理業務
委託

成川電気管理事務所 ５２８，０００

公共施設機械警備業務委託
（長期継続契約）

セントラル警備保障
㈱

３１８，４４４

あきる野市庁舎エネルギー監視装置保守

業務及びエネルギー管理支援業務委託
裕幸計装㈱ １，１８８，０００

電気自動車用急速充電器保守業務委託 ㈱ハセテック ６０，５００

あきる野市広告付き窓口番号案内システ

ムに係るＬＡＮ整備業務委託
㈱宣通 ６９８，５００

あきる野市庁舎設備管理業務委託
（長期継続契約）４月分

㈱テービーケイ府中
支店

３，０１４，０００

あきる野市庁舎設備管理業務委託
（長期継続契約）５月～３月分

㈱三幸コミュニティ

マネジメント東京多

摩支店

４１，１４０，０００

あきる野市庁舎空調設備改修工事監理業
務委託（債務負担行為）

㈱佐藤総合計画 ５，００５，０００

庁
舎
別
館

公共施設消防設備保守点検業務委託（秋
川地区）

㈱多摩綜合防災 ４０，７００

公共施設空調設備保守点検業務委託
大成温調㈱多摩営業
所

５４，１２０

公共施設自家用電気工作物保安管理業務
委託

成川電気管理事務所 １３８，６００

公共施設建築設備定期検査報告業務委託
㈱タマ建築設計事務
所

１５５，９８０

防火設備定期検査報告業務委託 ㈱多摩綜合防災 １９２，５００

低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物収集運

搬・処分業務委託
赤城鉱油㈱ １７２，０４０

合 計 ５３，２５９，０６８

件 名 受注者 契約金額（円）

庁舎電話交換機設備借上
（長期継続契約）

東日本電信電話㈱
東京事業部

１，５９４，０８０

件 名 金額（円）

(公社)東京都高圧ガス保安協会年会費 ８０，０００

一般使用回数 庁用自動車使用回数

７５７ ３５７
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総務課 法規係

１ 文書処理状況

（１）文書取扱件数

（２）郵便（発送）取扱件数

課 名 収 受 発 送 経 由 合 計

企 画 政 策 課 １４０ ４４ ０ １８４

市 長 公 室 ２９ １１ ０ ４０

財 政 課 １５２ ４３ ０ １９５

総 務 課 １４０ ３４ ０ １７４

金 券 ４，７９７ ― ― ４，７９７

特殊（書留） ２，１７６ ― ― ２，１７６

情 報 シ ス テ ム 課 １３ ７ ０ ２０

職 員 課 １７１ ８６ １ ２５８

契 約 管 財 課 １０２ ３５２ ０ ４５４

地 域 防 災 課 ３８８ ７６ ０ ４６４

市 民 課 ５，０３５ ２４６ ０ ５，２８１

五 日 市 出 張 所 ２５ ５ ０ ３０

保 険 年 金 課 ６７３ ３６２ ０ １，０３５

課 税 課 ３７４ ２９３ ０ ６６７

徴 税 課 ８９ １，４５２ ０ １，５４１

環 境 政 策 課 １７７ １７ ０ １９４

生 活 環 境 課 ４４０ ５０ ０ ４９０

農 林 課 ４２５ ２２７ ０ ６５２

商 工 振 興 課 １，３０６ １９ ０ １，３２５

観光まちづくり推進課 ８２ ３６ ０ １１８

福 祉 総 務 課 １９１ ６７ ０ ２５８

生 活 福 祉 課 ６６４ ６０９ ０ １，２７３

障 が い 者 支 援 課 ２，４１５ ３７１ ０ ２，７８６

高 齢 者 支 援 課 １，６６９ ５０６ ０ ２，１７５

健 康 課 ６０１ １９６ ０ ７９７

子 ど も 政 策 課 ３９１ ４３６ ０ ８２７

子ども家庭支援センター ２４０ ９１ ０ ３３１

保 育 課 ５７８ ６７５ ０ １，２５３

都 市 計 画 課 ４１９ ２０６ ０ ６２５

区 画 整 理 推 進 室 ８４ ７５ ０ １５９

管 理 課 １，４００ １０６ ５７ １，５６３

建 設 課 １１０ １８６ ０ ２９６

施 設 営 繕 課 １２ ３ ０ １５

会 計 課 ４ ３７ ０ ４１

合 計 ２５，５１２ ６，９２４ ５８ ３２，４９４

種 類 内 容 件 数

第 １ 種
定 形 ４６９，７７５

定 形 外 ９５，６５７

第 ２ 種 は が き １８０，５２４

ゆ う パ ッ ク （ ゆ う メ ー ル を 含 む 。 ） ２，０８７

合 計 ７４８，０４３
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（３）課別印刷数

２ 法規処理状況

（１）条例等の制定改廃

ア 条例 ３３件（議員提出１件含む。）

イ 規則 ２９件

ウ 規程 ３件

エ 要綱 ４２件

（２）告示及び公告

ア 告示 １６６件

イ 公告 ２３件

（３）条例等審議会

ア 開催回数 １６回（うち回議１２回）

イ 審議事項

（ア）条例関係 ３２件

（イ）規則関係 ３１件

（ウ）規程関係 １１件

（エ）要綱関係 ４３件

課 名 枚 数 課 名 枚 数

企 画 政 策 課 １２０，２５５ 高 齢 者 支 援 課 ９３，１３０

市 長 公 室 １，３０５ 健 康 課 ３７３，４５５

財 政 課 １４９，５００ 子 ど も 政 策 課 ８１，７７０

総 務 課 ２７５，０８０ 子ども家庭支援センター １６，１４０

情 報 シ ス テ ム 課 ０ 保 育 課 ８５，８３０

職 員 課 ０ 都 市 計 画 課 １４，０７７

契 約 管 財 課 １１，０６４ 区 画 整 理 推 進 室 ０

地 域 防 災 課 ５６，１８１ 管 理 課 １３，７７５

市 民 課 ８８，９５０ 建 設 課 ０

五 日 市 出 張 所 ０ 施 設 営 繕 課 ０

保 険 年 金 課 ９４，９３０ 会 計 課 １１０，２２０

課 税 課 １９３，０８８ 議 会 事 務 局 ４，１２０

徴 税 課 ２７，０００ 選挙管理委員会事務局 ３００

環 境 政 策 課 １７，６００ 監 査 委 員 事 務 局 １２，７５０

生 活 環 境 課 ４１，５００ 教 育 総 務 課 ９４，５５８

農 林 課 ５，５２５ 指 導 室 １１，５４２

商 工 振 興 課 ２５０ 学 校 給 食 課 ２２０，２０５

観光まちづくり推進課 ６，３６０ 生 涯 学 習 推 進 課 １７２，１００

福 祉 総 務 課 ０ ス ポ ー ツ 推 進 課 １００

生 活 福 祉 課 ２，０００ 図 書 館 ５４，６１０

障 が い 者 支 援 課 ５６，１２６

合 計 ２，５０５，３９６
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３ 情報公開制度の実施状況

（１）請求（申出）者区分別件数

（２）実施機関別件数

※ １件の情報公開請求につき複数の課が主管課となる場合は、それぞれ１件とする。

（３）決定内容・公開方法別件数

※ 情報公開の請求手続をしないで公開したもの（情報提供）の件数は含まない。

※ 令和２年１０月５日以降については、何人も市政情報の公開を請求できることとしたため、

決定内容の義務的公開に件数を計上した。

区 分 件 数

義務的
公 開

市の区域内に住所を有する者 ２４

市の区域内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体 ２

市の区域内に存する事務所又は事業所に勤務する者 ０

市の区域内に存する学校に在学する者 ０

実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの ０

任意的
公 開

市政情報の公開を請求できる者以外からの申出 ７

条例附則の規定による条例施行前の市政情報の公開の申出 ６

何人（令和２年１０月５日以降） ２４

合 計 ６３

実 施 機 関 主 管 課 件 数

市 長

企 画 政 策 部
企 画 政 策 課 １

市 長 公 室 ２

総 務 部
総 務 課 ７

契 約 管 財 課 ４

市 民 部 課 税 課 ７

環 境 経 済 部

環 境 政 策 課 １

生 活 環 境 課 ２

農 林 課 １

観光まちづくり推進課 １

健 康 福 祉 部 健 康 課 ３

子 ど も 家 庭 部 子 ど も 政 策 課 １

都 市 整 備 部

区 画 整 理 推 進 室 ２１

管 理 課 ２

建 設 課 ５

監 査 委 員 監査委員事務局 監 査 委 員 事 務 局 １

教 育 委 員 会 教 育 部

教 育 総 務 課 ２

指 導 室 ２

ス ポ ー ツ 推 進 課 １

図 書 館 １

合 計 ６５

決 定 内 容 公 開 方 法
審査
請求義務的公開 任意的公開 閲 覧

閲 覧 及 び
写しの交付

視 聴 CD-ROM

公 開 ３５ ４ ０ ３９ ０ ０ ０

一部公開 １７ ７ ０ ２４ ０ ０ １

非 公 開 ０ ０ ０

取 下 げ ０ ２

合 計 ５２ １３ ０ ６３ ０ ０ １
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４ 個人情報保護制度の実施状況

（１）開示請求実施機関別件数

（２）決定内容・開示方法別件数

（３）保有個人情報取扱事務届出件数

５ 情報公開・個人情報保護審査会

開催回数 なし

６ 個人情報保護審議会

開催回数 なし

７ 審査請求（情報公開制度及び個人情報保護制度に係る審査請求を除く。）

件数 なし

８ 行政不服審査会

開催回数 なし

実 施 機 関 主 管 課 件 数

市 長

市 民 部 市 民 課 ３

健 康 福 祉 部

障 が い 者 支 援 課 １

高 齢 者 支 援 課 ５

健 康 課 １

子 ど も 家 庭 部 子ども家庭支援センター ５

合 計 １５

決 定 内 容

開 示 方 法

審査請求
閲 覧

閲 覧 及 び
写しの交付

視 聴

開 示 ３ ０ ３ ０

一 部 開 示 １２ ０ １２ ０ ０

非 開 示 ０ ０

取 下 げ ０

合 計 １５ ０ １５ ０ ０

開 始 変 更 廃 止

１８ ２９ ３
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情報システム課 情報システム係

１ 電子自治体の構築

（１）総合情報システム

ア 電算システムの概要

（ア）市民サービスの充実と事務の効率化を図るため、住民情報、税情報、福祉情報を始め、各

種業務について電算システムを構築（一部、クラウド環境へ構築）し、運用管理を行うとと

もに、一般事務用の電算機器等の運用管理を行った。一部の機器について、リース満了等に

伴い機器更改を行った。

（イ）多様な働き方に対応するためテレワーク環境を整備し、運用を開始した。

（ウ）市議会をペーパーレスで実施するためのタブレット端末を導入するとともに、Wi-Fi を整

備した。

イ 現状のシステム（令和３年３月末現在）

（ア）住民情報系システム（クラウド環境へ構築）

窓口業務等の住民情報を取り扱うシステム

※１ 本庁舎設置の機器へ構築

※２ システム使用料は、担当課

（イ）内部情報系システム

事務文書の作成等を行うためのシステム

（ウ）インターネット系システム

インターネットの閲覧を行うためのシステム

ウ 電算機器の台数（令和３年３月末現在）

システムの名称 システムの名称

１ 窓口連携システム ２３ ひとり親医療助成システム

２ 住民基本台帳システム ２４ 乳幼児医療システム

３ 印鑑登録システム ２５ 児童手当システム

４ 国保資格管理システム ２６ 児童育成手当システム

５ 前期高齢者システム ２７ 児童扶養手当システム

６ 国保滞納対策システム ２８ 学童保育システム

７ 国民年金システム ２９ 子ども・子育て支援システム

８ 住民税システム ３０ 幼稚園補助金システム

９ 国民健康保険税システム ３１ 健康管理システム

１０ 軽自動車税システム ３２ 学齢簿システム

１１ 固定資産税システム ３３ 就学援助システム

１２ 収納管理システム ３４ 給食費管理システム

１３ 滞納管理システム ３５ 選挙システム

１４ 税照会証明システム ３６ 国民投票システム

１５ 口座管理システム ３７ 裁判員制度システム

１６ 住登外・宛名管理システム ３８ 障害福祉システム

１７ 共通照会システム ３９ 心身障害者医療システム

１８ 国保給付システム ４０ ＥＵＣシステム

１９ 確定申告受付システム ４１ システム管理

２０ 固定資産税概要調書システム ※１ ４２ 団体内統合宛名システム ※１

２１ 住民税課税状況調べシステム ※１ ４３ 介護保険システム ※２

２２ 法人市町村民税システム ４４ 後期高齢者医療システム ※２
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（ア）パソコン ７７３台

（イ）プリンター １３２台

（ウ）タブレット ３１台

（２）施設間ネットワーク

光回線を使用し、市内の４８施設を結ぶ施設間ネットワークの機器更改を行った。

（３）電子申請サービス

住民に対する行政サービスの向上並びに行政運営の高度化及び効率化を図ることを目的として、

東京都及び都内区市町村５２団体が共同で東京電子自治体共同運営電子申請サービスを運用した。

令和２年度においては、各担当課が実施する検診や各種講座、イベント参加申込みなどについ

て、次のとおり申請があった。

ア 開始日 平成１７年１月２５日

イ 手続件数 ３５件

ウ 申請件数 ２，０１７件

エ ユーザ登録数 ８，８１７件（令和３年３月末現在）

２ 情報セキュリティ対策

あきる野市情報セキュリティポリシーに基づき、情報セキュリティ活動計画を策定し、職員等に

対する情報セキュリティ研修や情報セキュリティ点検を実施した。

また、サイバー攻撃等の脅威から市の情報資産を守り、安全に市民サービスを提供していくため、

内部情報系とインターネット系システムの分離や二要素認証、都区市町村情報セキュリティクラウ

ドへの参加などの情報セキュリティ対策を継続して行った。

（１）情報セキュリティ研修の実施

特定個人情報を含む最新の情報セキュリティの動向や情報セキュリティインシデント事例の紹

介、職員の遵守事項等を内容とした情報セキュリティに係る研修を職層別に実施した。

ア 情報セキュリティ研修（新規採用職員）

（ア）対 象 新規採用職員

（イ）実 施 日 令和２年４月２日

（ウ）実施方法 集合研修

（エ）受講者数 ３７人

イ 情報セキュリティ研修（会計年度任用職員等）

（ア）対 象 市のネットワークを使用している会計年度任用職員等

（イ）実 施 日 令和２年９月１４日から１０月２日まで

（ウ）実施方法 テキスト「情報セキュリティについて」を使用した自主学習

（エ）受講者数 ３１５人

ウ 情報セキュリティ研修（管理職）

（ア）対 象 市のネットワークを利用している職員

（イ）実 施 日 令和２年１０月６日から１２月２５日まで

（ウ）実施方法 ｅラーニング研修「情報セキュリティコース」を使用した自主学習

（エ）受講者数 ５５人

エ 情報セキュリティ研修（一般職員及び再任用職員、会計年度任用職員（希望者））

（ア）対 象 市のネットワークを利用している職員
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（イ）実 施 日 令和２年１０月６日から１２月２５日まで

（ウ）実施方法 ｅラーニング研修「情報セキュリティコース」を使用した自主学習

（エ）受講者数 ４１６人

（２）情報セキュリティ監査の実施

新型コロナ対策のため、従来の情報セキュリティ監査事業を中止し、「各課情報セキュリティ

点検」を代替事業として実施した。

ア 対 象 庁内部署（４３課）

イ 実 施 日 令和３年２月４日から２月１６日まで

ウ 実施方法 チェックシートを使用した自己点検

エ 実 施 者 各課情報セキュリティ管理者

３ 地域情報化の推進

オープンデータ

イベント情報、公共施設情報、文化財情報、観光施設情報及び公衆無線ＬＡＮアクセスポイント

情報を市ホームページに公開するとともに、東京都オープンデータカタログサイトへ掲載を行った。

４ 各種ＩＴ関連会議への参加

（１）多摩地域市町村情報システム研究協議会

多摩地域市町村で構成する協議会に参加し、システムの運用や情報セキュリティ対策等につい

ての情報交換などを行った。

（２）東京電子自治体共同運営協議会

東京都及び都内の区市町村で構成する協議会に参加し、東京電子自治体共同運営電子申請サー

ビスの共同運営に関わる調整及び負担金に関することなどについて協議を行った。

（３）都区市町村ＩＴ推進協議会

東京都及び都内区市町村で構成する協議会に参加し、ＩＴ化推進に向けた情報交換や、「自治

開 催 日 内 容

第１回
令和２年

５月２９日

・令和元年度事業報告について
・令和２年度事業計画（案）について
・令和２年度東京電子自治体共同運営協議会役員について
・令和２年度都区市町村 IT 推進協議会役員について
・令和３年度東京都予算編成に対する要望事項について
・連絡事項・情報交換等

第２回 １０月１６日
・会員名簿の変更について
・行政のデジタル化について
・テレワークの導入状況について 等

開 催 日 内 容

第１回
令和２年

４月２４日

・令和２年度協議会役員の選任について
・令和元年度事業報告及び収支決算の承認について
・令和２年度負担金取扱要領の制定について
・令和元年度共同運営サービス年次報告
・第四期サービス移行後稼働報告
・令和元年度情報セキュリティ監査報告 等

第２回
令和３年

１月２９日

・令和３年度協議会事業計画及び収支予算について
・電子調達サービスにおける格付計算の不具合について
・第五期サービス基本構想策定に向けたアンケート調査について
・電子申請サービスのスマートフォン対応方針について 等

その他 参加団体の課長職で構成する運営委員会が６回開催された。
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体セキュリティクラウド」などに関する国や東京都等の取組についての説明を受け、意見交換等

を行った。

開 催 日 内 容

第１回
令和２年

４月１３日
・令和２年度都区市町村ＩＴ推進協議会役員について

第２回 ７月 ７日
・LGWAN 機器の取扱い及び東京都 WAN の経費ついて
・次期都区市町村情報セキュリティクラウド検討に向けて

第３回 ７月３０日
・都区市町村情報セキュリティクラウドの令和３年度予算見込額
の算出に向けて 等

第４回 ８月２８日

・都区市町村情報セキュリティクラウドの令和３年度予算見込額
について

・都区市町村情報セキュリティクラウドのセキュリティ強化策に
ついて 等

第５回 １１月１１日
・都区市町村 IT 推進協議会規約の改正について
・東京デジタルファースト条例について

第６回
令和３年

１月２９日

・「都区市町村情報セキュリティクラウド負担金要綱」の改定に
ついて

・東京デジタルファースト条例に係る令和３年度実施事業につい
て

第７回 ３月２２日

・令和２年度都区市町村情報セキュリティクラウド運用部会活動
報告書について

・令和２年度都区市町村 CSIRT 連携体制検討部会活動報告書に
ついて
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教 育 部



男 女 合計 男 女 合計

23 13 36 12 2 14

派遣者数

3

2

1

1

1

1

1

10

課長 係長 保育士 一般業務

2 2 1 3 7 1 8

主　任 一般事務 一般技術 一般業務 保育士

18 8 1 1 1 27 2 29

２　職員の採用者数・退職者数

採　　用　　者　　数 退　　職　　者　　数

３　職員の派遣者数

派　　　　遣　　　　先

西 秋 川 衛 生 組 合

社会福祉法人あきる野市社会福祉協議会
公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会

東京都福祉保健局指導監査部指導第二課

株 式 会 社 東 京 サ マ ー ラ ン ド

東 京 市 町 村 総 合 事 務 組 合

東 京 都 後 期 高 齢 者 広 域 連 合

合　　　　　　　　　　計

４　再任用フルタイム勤務職員数

職務名

５　再任用短時間勤務職員数

職　　　務　　　名

男 女 合計

男 女 合計
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職員課 研修厚生係

１ 職員安全衛生事業

（１）職員胃検診

ア 一次検診 令和２年１１月１６日～１１月１８日（６７人受診）

イ 二次検診 令和３年１月２２日（１人受診）

ウ 三次検診 令和３年１月１９日～２月２４日 （４７人受診）

（２）職員健康診断 令和２年１０月２６日～１０月２８日（５１６人受診）

（常勤職員２４９人 再任用３０人 会計年度任用職員２３７人）

（３）ＶＤＴ検診 令和３年１月２５日及び１月２６日（２１７人受診）

（４）婦人科検診 令和２年４月１日～令和３年３月３１日（６２人受診）

（５）蜂アレルギー抗体検査 令和２年９月２９日及び９月３０日（３０人受診）

（６）Ｂ型・Ｃ型肝炎抗原抗体検査及びＢ型肝炎予防接種

ア Ｂ型・Ｃ型肝炎抗原抗体検査 令和２年９月２９日及び３０日（２０人受診）

イ Ｂ型肝炎予防接種 令和２年１１月１９日、１２月２２日及び令和３年２月２４日（延べ

３３人受診）

（７）ストレスチェック

ア 調査票による検査 令和２年１１月１８日～３０日（５３４人受検）

イ 面接指導 令和３年１月１４日（３人受診）

（８）職員メンタルヘルス相談 相談件数 延べ１１４件

（９）衛生委員会

２ 職員研修事業

（１）職場外研修

ア 市独自研修

イ 派遣研修

（ア）東京都市町村職員研修所

開 催 日 内 容

第１回 令和２年８月１８日
・職員の健康状況について
・令和２年度安全衛生事業計画（案）について

第２回
令和３年２月１０日

（書面開催）
・令和２年度職場巡視について
・令和２年度ストレスチェックについて

研 修 種 別 日 数 受講人数

一般研修
新任職員研修 ３日（内２日は半日） ３７

評価者研修 ３時間 １０

合 計 ４７

研 修 種 別 日数 受講人数

職層別研修
基礎
部門

新任研修（Ⅰ期） ２ ３９

係長新任研修（公務員倫理･ハラスメントの防
止・メンタルヘルス）

１ ９

係長新任研修（仕事と人のマネジメント） 半日 １７

課長新任研修（公務員倫理・ハラスメントの防
止・メンタルヘルス）

１ ６

課長新任研修（管理者の役割） ２ ６

部長研修 半日 ４



- 68 -

能力
向上
部門

問題解決 ２ ４

政策提案 ３ ３

ベテラン職員の役割 半日 ２

アサーティブコミュニケーション １ ５

クレーム対応（主任以下向け） ２ １

調整力・交渉力（主任以下向け） １ １

ファシリテーション（主任以下向け） １ １

ロジカルトレーニング １ ３

要約力 １ ２

政策形成 ３ ４

係長コーチング １ １

ファシリテーション（管理・監督職向け） １ １

インバスケット １ ５

調整力・交渉力（管理・監督職向け） １ １

管理職リスクマネジメント ２ ４

法務研修

行政法 ２ ２

地方公務員法 ２ ２

民法 ２ ２

自治体
経営研修

自治体経営研修「地方財政」公開講義 半日 １

情報処理研修

エクセル初級 ２ １

パワーポイント初級 １ １

エクセル中級 ２ ５

エクセル中級（関数編） １ １

エクセル中級（データ分析編） １ １

エクセルＶＢＡマクロ ２ １

ワード（実践レイアウトテクニック編） １ １

技術職研修

工事監理科 ３ １

建築工事科 ２ １

道路科 ３ ２

Ｊｗ＿ｃａｄ初級 ２ １

実務研修

総務・
一般部門

例規作成実務科 ２ １

自治体債権管理回収科 ２ １

人事科 ２ ２

会計科 ２ １

広報科 ３ １

税務部門

固定資産税科（初級） 償却資産 ２ ２

住民税科（初級） 法人 ２ ２

住民税科（中級） 個人 ２ ２

徴収科（中級） ２ ２

事業部門
廃棄物対策科 ２ １

図書館科 ３ ２

特別研修

人 権 啓 発
研修

同和問題 半日 １

ＳＯＧＩ 半日 ２

メンタルヘルス研修 半日 ２

ス ポ ッ ト
研修

レジリエンス研修 半日 ２

図解表現力養成研修 １ ２

発達障害の理解と対応 半日 ３

キャリア・アダプタビリティ １ １

合 計 １７２
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（イ）その他研修機関

市独自研修及び派遣研修（東京都市町村職員研修所、その他研修機関）受講人員２２５人

（２）自己啓発研修

（３）職場研修

事 業 名 講座数 人 数 備 考

通信教育講座受講料助成事業 ６ ８ （学）産業能率大学 外４

課 研修内容、テーマ 時 間 受講人数

企画政策課 ＳＤＧｓの概要と市の取組の例について
①0:45
②0:30

７

市長公室 リスクマネジメント 0:30 ６

財政課 契約事務について 0:40 ４

総務課 電気自動車用急速充電器操作研修 0:30 １１

情報システム課 自治体ＤＸ推進計画について 0:15 ４

職員課 ハラスメント防止研修 0:40 ７

契約管財課
避難所開設研修「災害時における避難所開設（感染
症対策対応）」

0:40 ７

地域防災課 避難所開設研修 0:40 ５

地域防災課
防災担当

緊急自動車（消防）について
①0:25
②0:30

７

市民課 多様な性について考えよう～性的指向と性自認～ 0:30 １６

五日市出張所 戸籍研修
①1:00
②1:30

６

保険年金課

①議会について
②「障害年金相談」受付のポイント～実践的な相談
対応力のレベルアップを図るための研修～

③窓口負担割合の見直し及び均等割軽減の見直しに
ついて

①0:40
②1:00
③1:00

①１０
② ３
③ ４

課税課 台風１９号の住家被害認定業務について 0:30 ２３

徴税課 「滞納処分の執行停止」について
①0:45
②0:45
③0:50

９

環境政策課 クビアカツヤカミキリについて 1:00 ９

生活環境課 「災害廃棄物」について 0:30 ８

農林課 大岳地区の森林整備事業について 6:30 ９

商工振興課 商店街振興について
①1:00
②3:00
③0:30

５

観光まちづくり
推進課

「観光プロモーション」について 1:00 ９

福祉総務課 「情報セキュリティ研修」 0:30 ５

生活福祉課
①発達障害の理解メンタルヘルスに配慮すべき人へ
の支援

①1:17
②1:20

１３

研 修 種 別 日数 受講人数

（公財）東京市町村自治調査会

自治体職員も副業・兼業の時代
～役所はどう変わる？地域はどう変わ
る？～

１ ２

多摩・島しょ地域におけるＳＤＧｓの実
践に向けて

１ １

特別区職員研修所 専門研修「地域保健」 ２ １

(一社)日本経営協会
職員への法的対応策と分限処分・懲戒処
分のポイント

２ １

(一財)公務人材開発協会
人事行政研究所

給与実務の実例研修会（初任給決定・扶
養手当等の認定）

１ １

合 計 ６
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３ 福利厚生事業

（１）あきる野市職員互助会補助事業

職員の保健、元気回復その他の厚生に関する事項及び職員の相互共済を実施することを目的と

している、あきる野市職員互助会に対し、経費の一部を補助した。

ア あきる野市職員互助会補助金 ２，３４０，０００円 イ 会員数 ４６８人

（２）保養所等助成券発行枚数

ア 契約宿泊施設 ２７枚 イ パッケージ旅行 ８枚 ウ オートキャンプ場 ４枚

（３）各種大会参加状況

②依存症の理解と支援・社会資源

障がい者支援課
障がい者福祉計画及び市障害者通所支援施設につ
いて

1:00 １０

高齢者支援課
地域ケア会議の推進に向けて及びあきる野市の介護
予防事業に向けて

①1:10
②1:00

１３

健康課 秋川流域共同地域外来・ＰＣＲ検査センターの概要 0:40 ２０

子ども政策課
①税制改正に伴う、関係規則の改正について
②学童クラブ入会事務

0:30
① ６
② ７

子ども家庭支援
センター

リスクマネジメントを考える 1:00 ９

保育課

①個別配慮が必要な子について
②あきる野市保育の利用に関する規則に基づく利用
の調整に伴う調整基準点数の算定事務について

③「虐待問題に対する深い関心と理解について」～
虐待防止・早期対応について考える～

④嘔吐・下痢の処理について

①1:30
②0:30
③1:00
④0:45

① ７
② ９
③ ７
④ ３

都市計画課 あきる野市空家等対策計画について
①0:45
②0:35

１１

区画整理推進室 損失補償概要の作り方・読み方 2:00 ３

管理課 道路法の理解を深める 1:00 ７

管理課
下水道担当

窓口業務初期対応研修 1:00 ７

建設課 「災害査定までの流れ」 1:00 １１

施設営繕課 令和２年度 都市整備部施設営繕課 課内研修 0:45 ８

会計課 令和３年４月からの会計事務処理の変更について 1:00 ６

議会事務局 議会運営について（動議） 0:45 ４

選挙管理委員会
事務局

不在者投票制度について 0:30 ３

監査委員事務局 不在者投票制度について 0:30 ２

教育総務課 接遇研修 0:30 １０

指導室 文書事務研修 1:00 ７

学校給食課 あきる野市学校給食研修会 1:00 １１

生涯学習推進課
①「古文書のマイクロフィルムについて」
②「社会教育行政と職員の役割」

①2:30
②1:30

① ３
② ８

スポーツ推進課 運動場整備用トラクターを使用した運動場維持管理 2:00 ５

図書館 新型コロナウイルス感染症について 0:30 １６

合 計 ４００

大 会 名 参 加 日 主 催

第６１回東京都市町村職員共済組合・
第４２回東京都自治体職員野球大会

中止のため不参加
東京都市町村
職員共済組合

第６０回東京都市町村職員共済組合・
第４２回東京都自治体職員バレーボール大会

中止のため不参加
東京都市町村
職員共済組合



１　契約事務関係

（１）契約実績

※　単価契約については件数のみ、金額については契約日時点の消費税等率で計算した額を記載

（２）工事契約の内訳（市内・市外業者別）

※　単価契約については件数のみ、金額については契約日時点の消費税等率で計算した額を記載

（３）競争入札等審査委員会開催状況

（４）電子調達サービス業者登録状況 （令和３年３月３１日現在）

２　管財事務関係

（１）売買契約 （市有地（廃道敷含む。））

（２）土地交換契約

契約管財課　契約管財係

総合評価方式
入　　　　札

条件付一般競争
入　　　　　札

指 名 競 争
入　　　 札

随 意 契 約 合　　　　計

件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円）

工　　事 1 66,668,800 16 1,692,292,472 28 275,424,324 11 58,380,300 56 2,092,765,896

測量･設計･監理 0 0 0 0 24 79,770,900 4 28,612,100 28 108,383,000

物　　品 0 0 0 0 59 121,683,784 66 371,240,437 125 492,924,221

賃 貸 借 0 0 0 0 22 493,305,780 45 201,510,606 67 694,816,386

業務委託等 0 0 0 0 106 591,585,946 238 1,915,343,143 344 2,506,929,089

合　計 1 66,668,800 16 1,692,292,472 239 1,561,770,734 364 2,575,086,586 620 5,895,818,592

総合評価方式
入　　　　札

条件付一般競争
入　　　　　札

指 名 競 争
入　　　 札

随 意 契 約 合　　　　計

件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円）

市内 1 66,668,800 6 1,014,158,147 9 70,408,235 2 0 18 1,151,235,182

市外 0 0 0 0 1 22,336,818 0 0 1 22,336,818

市内 0 0 0 0 3 64,358,981 0 0 3 64,358,981

市外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市内 0 0 1 18,400,800 5 36,001,900 2 3,015,100 8 57,417,800

市外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市内 0 0 0 0 5 14,493,490 1 682,000 6 15,175,490

市外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市内 0 0 0 0 1 1,870,000 2 14,960,000 3 16,830,000

市外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市内 0 0 7 201,862,650 4 65,954,900 1 935,000 12 268,752,550

市外 0 0 2 457,870,875 0 0 3 38,788,200 5 496,659,075

市内 1 66,668,800 14 1,234,421,597 27 253,087,506 8 19,592,100 50 1,573,770,003

市外 0 0 2 457,870,875 1 22,336,818 3 38,788,200 6 518,995,893

開催月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 合 計

回　数 2 2 1 2 2 4 2 2 2 0 4 2 25

種　　別 市内業者数 市外業者数 合　　計

建 設 工 事 等 81 4,916 4,997

物品買入れ等 54 7,768 7,822

合　計 135 12,684 12,819

10件 45,311,363円

1件

　　　　 方法

 種別

　　　　 方法

 種別

土　木

建　築

電　気

給排水

下水道

その他

合 計
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（３）登記事務処理

（４）公有財産境界立会い

（５）土地建物賃貸

ア　土地賃貸

（ア）短期貸付け

（イ）長期貸付け

イ　建物賃貸

（６）行政財産使用許可

（７）財産管理

ア　行政財産 （単位：㎡）

イ　普通財産 （単位：㎡）

（８）寄附採納

ア　金品

イ　物品　13件

11件

2件

14件 1,758,767円

28件 67,612,562円

2件 1,022,319円

3件 7,722,993円

区　　分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

土　　　　地 2,225,902 28,275 2,254,177

木　造 4,816 257 5,073

非木造 190,932 △ 219 190,713

合 計 195,748 38 195,786

区　　分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

土　　　　地 4,928,129 △ 3,600 4,924,529

木　造 0 0 0

非木造 1,211 0 1,211

合 計 1,211 0 1,211

件　　　名 件　数 金額（円）

一般寄附金 145 3,504,000

環境保全事業指定寄附金 112 2,133,315

教育文化事業指定寄附金 24 824,000

保健福祉事業指定寄附金 86 4,062,000

産業振興事業指定寄附金 31 738,000

公共施設整備事業指定寄附金 13 660,320

安心安全まちづくり事業指定寄附金 15 426,000

フィルムコミッション事業指定寄附金 13 780,000

災害対策事業指定寄附金 8 219,000

合　　　計 447 13,346,635

寄附年月日 品　　目 寄　附　者

令和2年 4月17日 マスク80枚 匿名

 4月28日
レインコート70着
レジャーシート59枚

匿名

 5月 8日 マスク10,000枚 椚　憲哉

 5月11日 マスク3,000枚
オフィス・ワイバーン２
株式会社 豊昇　代表取締役　田中智行

 5月27日 体温計3台 匿名

 5月28日 フェイスシールド200個
東京秋川ロータリークラブ
会長　麻沼　恵

 6月 1日 動物のはく製8体 匿名

建物

建物
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ウ　土地　0件

（９）庁用自動車損害共済関係（令和3年3月31日現在）

ア　加入台数

イ　自動車損害共済加入内容

（10）建物損害共済関係（令和2年6月1日現在）

ア　加入件数及び共済責任額

イ　建物損害共済請求状況

請求件数　0件

（11）戸倉財産区関係

ア　分収林保育管理

イ　土地財産 （単位：㎡）

 6月 5日 マスク1,000枚 あきる野青年会議所

 6月19日 高バリアマスク5,000枚 匿名

 8月25日 ポンプ式ボトル用スタンド1台
株式会社エム＆エム
代表取締役　魚崎光明

 9月23日 救助用エアージャッキ1台
株式会社エコビルド
代表取締役　平野寿一

 令和3年 3月10日 ソメイヨシノ苗木（安兵衛桜）25本
東日本旅客鉄道株式会社
執行役員　八王子支社長　下村直樹

3月22日 非接触型温度計・消毒機　10個
公益社団法人　青梅法人会
代表理事　加藤和夫

普 通 車 軽自動車

庁　用 消　防 庁　用

台　　数 20 27 50 97

種　　別 車両共済 対物共済 対人共済

共済金額 車両による 1台当たり無制限 1台当たり無制限

件　　数 共済責任額（万円）

188 5,605,789

実 施 月 内　　　容 場　　　所

令和2年10月 下刈り 戸倉財産区有山林内

11月 下刈り 戸倉財産区有山林内

12月 手入れ 戸倉財産区有山林内

区　　分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

土　　　　地 2,115,105 0 2,115,105

種　　別 合　計
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契約管財課　検査担当

１　工事別完了検査

２　工事別材料検査

３　修繕 11件

４　工事に係る委託 37件

５　優良工事表彰 優良工事請負業者　1者

優良工事技術者　　1人

区　　　　　　　分 件　　　　数

土 木 工 事 26

建 築 工 事 3

設 備 工 事 15

下 水 道 工 事 0

そ の 他 工 事 14

合　　　　　　　計 58

区　　　　　　　分 件　　　　数

土 木 工 事 0

建 築 工 事 0

設 備 工 事 0

下 水 道 工 事 0

そ の 他 工 事 0

合　　　　　　　計 0
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地域防災課 防災係

１ 消防

（１）消防事務の委託

東京消防庁事務委託

（２）消防団

ア 消防団の組織（令和２年４月 1 日現在）

（ア）団員条例定数 ５０６人

（イ）実団員数 ４１０人 （単位：人）

（ウ）年齢別団員数

（エ）在職年数別団員数

（オ）あきる野市消防団サポート事業

消防団員とその同居する家族に対し、優遇措置を提供していただける事業所、店舗等を

「消防団サポート店」として認定し、消防団員とその家族の福利厚生の充実を図るとともに、

地域活性化となることを目的に「消防団サポート事業」を実施している。

令和３年３月３１日現在の消防団サポート店 ２１店舗

イ 消防団の活動

（ア）消防団行事

団長 副団長 分団長 副分団長 部長 副部長 班長 団員 機能別団員

１ ４ ７ １４ ２４ ２４ １３５ １４１ ６０

区 分
１８歳～
２０歳

２１歳～
２５歳

２６歳～
３０歳

３１歳～
３５歳

３６歳～
４０歳

４１歳
以上

合 計

団員数(人) ４ ３８ ８２ １１６ １０６ ６４ ４１０

構成比(％) １.０ ９.３ ２０.０ ２８.３ ２５.８ １５.６ １００

区 分 ５年未満
５年以上

１０年未満
１０年以上
１５年未満

１５年以上
２０年未満

２０年以上 合 計

団員数(人) ７９ １３６ １０４ ６２ ２９ ４１０

構成比(％) １９.３ ３３.２ ２５.３ １５.１ ７.１ １００

開 催 日 内 容 場 所 出席者

令和２年 ４月 ９日
西多摩地区消防団連絡協議会理事会
定例総会

書面表決 団長

４月１０日 秋川流域消防連絡協議会総会 書面表決 団長

４月２２日 三多摩消防団連絡協議会定例総会 書面表決 団長

４月２７日 東京都消防協会定期総会 書面表決 団長

新型コロナ対策のため
中止

分団対応１０日間訓練 市内 全団員

新型コロナ対策のため
中止

西多摩地区消防団連絡協議会団長研
修会

団長

新型コロナ対策のため
中止

秋川流域総合水防訓練
日の出町柳橋
下流

正副団長、各
分団選出団
員、団本部員

５月２２日
消防総監表彰伝達式（火災による死
者ゼロ３０００日）

あきる野市役
所

団長・副団長

６月 ５日
西多摩地区消防団連絡協議会正副会
長会議、常任理事会

瑞穂町役場 団長

７月１０日
西多摩地区消防団連絡協議会事務担
当者会議

瑞穂町役場 事務局

７月１７日
西多摩地区消防団連絡協議会正副会
長挨拶まわり

東京消防庁ほ
か

団長



- 76 -

新型コロナ対策のため
延期

東京２０２０オリンピック・パラリ
ンピック消防特別警戒

東京スタジア
ム

選出団員

新型コロナ対策のため
中止

家族慰安会
全団員、団員
の家族

７月２７日 三多摩消防団連絡協議会常任理事会 昭島市役所 団長

８月１日
～１０月３１日

分団対応出動訓練 市内 全団員

８月 ６日
西多摩地区消防団連絡協議会正副会
長会議、常任理事会

瑞穂町役場 団長

８月１７日 東京消防庁上空視察調査 都内上空 団長・副団長

９月 １日 日本消防協会評議員会 書面表決 団長

新型コロナ対策のため
中止

専科教育（警防科） 消防訓練所 第３、４分団

新型コロナ対策のため
中止

西多摩地区消防団連絡協議会幹部研
修会

瑞穂町スカイ
ホール

幹部団員

新型コロナ対策のため
中止

専科教育（機関科） 消防訓練所 第５、６分団

新型コロナ対策のため
中止

幹部教育（初級幹部科） 消防訓練所 第２、３分団

１０月 ４日、１１日 上級救命講習会（新規・更新）

秋川ふれあい
センター
五日市会館
五日市地域交
流センター

全団員

台風１４号の接近によ
り中止

特別教育（救助科） 消防訓練所
第１、２、
３、４分団

１０月１３日 三多摩消防団連絡協議会常任理事会 昭島市役所 団長

１０月１７日 特別教育（救急科） 消防訓練所 参加なし

１０月２１日
西多摩地区消防団連絡協議会正副会
長会議、常任理事会

瑞穂町役場 団長

新型コロナ対策のため
中止

秋川消防署大隊長・消防団幹部意見
交換会

市内 幹部団員

１１月 ４日 東京都消防褒賞受賞式 東京都庁 受賞団員代表

新型コロナ対策のため
中止

三多摩消防団連絡協議会団長研修会 団長

新型コロナ対策のため
延期

第５０回東京都消防操法大会 消防訓練所 団長

新型コロナ対策のため
中止

消防団ＰＲ活動（産業祭出展） 秋留台公園
広報部員、各
分団選出団
員、団本部員

１１月 ９日～１５日 秋の火災予防運動 市内全域 全団員

１１月１０日 防火のつどい
秋川ふれあい
センター

団長

１１月１２日 三多摩消防団連絡協議会常任理事会 昭島市役所 団長

１１月１４日～１５日 幹部教育（指揮幹部科） 消防訓練所 第３、４分団

新型コロナ対策のため
中止

西多摩地区消防団連絡協議会理事会 瑞穂町民会館 正副団長

１１月２０日
西多摩地区消防団連絡協議会正副会
長会議、常任理事会

瑞穂町役場 団長

新型コロナ対策のため
中止

体力増強事業
秋川グリーン
スポーツ公園

全団員

１１月２９日 無線通信訓練 市内全域 全団員

１２月 ４日 日本消防協会評議員会 書面表決 団長

１２月 ５日 東京消防庁総合震災消防訓練 市内
正副団長
第２分団

１２月２１日
西多摩地区消防団連絡協議会事務担
当者会議

瑞穂町役場 事務局
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（イ）正副団長会議開催状況

消防団員の確保対策について、正副団長による会議を開催した。

（ウ）臨時本団会議開催状況

消防団運営、活動に関する事項

（エ）幹部会議開催状況

ａ 消防団運営、活動、行事等についての報告、協議及び活動報告

ｂ 幹部会議前に正副団長による本団会議を開催

（オ）広報部活動状況

新型コロナ対策のため、活動を自粛した。

開 催 日 主 な 議 題

令和２年 ７月１５日 消防団員確保に向けた活動の推進、団運営について

令和３年 ３月１６日
令和３年度あきる野市消防団事業計画について
条例施行規則の一部改正（案）について

開 催 日 主 な 議 題

令和２年 ５月１１日 防災行政無線（デジタル移動系）の運用について

５月２９日 令和２年度の主な団行事、幹部会議の開催時期について

７月３０日 コロナ禍での消防団活動について

１０月 ７日 各種事業・訓練の詳細について（調整）

開 催 日 主 な 議 題

令和２年 ４月２１日 書面通知による開催 令和２年度事業について

６月２４日 西多摩地区消防団連絡協議会幹部研修会について

８月１８日 第５０回東京都消防操法大会について

９月１６日 上級救命講習について

１０月２６日 令和２年度東京都消防褒賞贈呈式について

１２月 ２日 あきる野市消防団出初式について

令和３年 ２月２６日 専科教育（操法）について

３月１９日 令和３年度事業について

１２月２７日～３０日 歳末特別警戒 市内全域 全団員

令和３年 １月 ７日 東京都消防協会表彰式
スクワール麹
町

団長

新型コロナ対策のため
中止

出初式
サマーランド
第２駐車場Ｂ

全団員

１月２２日
西多摩地区消防団連絡協議会正副会
長会議、常任理事会

瑞穂町役場 団長

新型コロナ対策のため
中止

上級幹部研修 消防訓練所 正副団長

東京都消防協会臨時総会 消防訓練所 団長

消防団員意見発表会 消防訓練所 正副団長

２月１５日 日本消防協会評議員会 書面表決 団長

２月１９日 三多摩消防団連絡協議会常任理事会 昭島市役所 団長

２月２４日
秋川流域消防連絡協議会事務担当者
会議

檜原村役場 事務局

３月 １日～ ７日 春の火災予防運動 市内全域 全団員

新型コロナ対策のため
中止

専科教育（操法）
あきる野市役
所

全団員

３月１９日 全日本消防人共済会総代会 書面表決 団長

３月２５日
西多摩地区消防団連絡協議会正副会
長会議、決算監査、常任理事会

瑞穂町役場 団長

３月２８日 上級救命講習会（新規・更新）
五日市会館
五日市地域交
流センター

全団員
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（カ）消防団出動状況（令和２年１月１日～令和２年１２月３１日）

※ 誤報等の出動を含む。

ウ 消防施設等

（ア）消防車両

指令車２台、消防ポンプ自動車１３台、小型動力ポンプ付自動車１２台

（イ）消防水利 （単位：箇所）

（３）火災発生状況（令和２年１月１日～令和２年１２月３１日）

※ 事後聞知火災（火災が鎮火したあと、消防署に火災として通報され現場確認されたもの）を

含み、誤報等は含まない。

２ 災害対策事業

（１）非常用備蓄品

ア 非常食・日用品

（ア）アルファ化米（炊き出し用） ２５，０００食

（五目 ２０，０００食）

（わかめ（アレルギー対応食） ５，０００食）

（イ）アルファ化米（個食） １，５００食

（ウ）低タンパク米（個食） ５００食

（エ）おかゆ（個食） １，０００食

（オ）みそ汁 １０，０００食

（カ）クラッカー ２，８００食

（キ）飲料水 １，２００リットル

（ク）カレー（個食） １，３２０食

（ケ）液体ミルク２４０ｍｌ ３８４缶

（コ）ドライミルク８００ｇ ４８缶

（サ）ドライミルク８００ｇ ８缶 ※ミルクアレルゲン除去食品

イ 資機材等

（ア）トランジスタメガホン ２１個

（イ）非接触型体温計 ３８個

（ウ）送風機 １８個

（エ）避難所用パーテーション ３５４個

（オ）屋根付きパーテーション ７６個

区分 火災※ 水防 訓練
水防
警戒

礼式 警戒 その他 合 計

回数
(件)

３０ ０ ３３ ０ １ １５ ５７ １３６

人員
(人)

１，２４８ ０ １，４１９ ０ ２４０ １，２３５ ４３２ ４，５７４

消 火 栓 防火水槽・貯水槽 受水槽 プール・池 等 合 計

１，３６２ ４３０ ７ １０７ １，９０５

総件数
建 物

車 両 林 野 その他
焼損面積

（㎡）全 焼 半 焼 部分焼 ぼ や

３０※ ２ １ ２ ５ ２ ０ １８ １，６７５
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（カ）テント １０張

（キ）リチウムイオンバッテリー（一式） ２６台

ウ 感染症対策等消耗品

（ア）マスク ３６，７００枚

（イ）消毒液（ジェル状含む） ３４７リットル

（ウ）ニトリル手袋 ７，８００枚

（エ）フェイスガード ４００セット

（オ）スリッパ（使い捨て） ４，２００組

（カ）段ボールベッド １３０床

（キ）避難所用マット ４８２枚

（２）自主防災組織

総組織数 ８０組織（令和２年４月１日現在）

（３）防災会議

ア 開催方法 書面報告（令和３年３月報告）

イ 内容

（ア）避難所管理運営マニュアルの見直し等について

（イ）避難所における感染症対策資機材等の購入について

（ウ）各種計画の策定及び見直しの予定について

（４）各種会議等

会 議 等 名 称 開 催 日 場 所

東京都の防災訓練等に係る全機関会議
令和２年

４月 ７日
書面

東京都市町村防災事務連絡協議会総会及び定

例会
４月１７日 書面

東京都管理河川の氾濫に関する減災協議会の開

催について
４月１７日 書面

東京都・区市町村防災連絡調整会議 ５月１２日 書面

多摩川上流部大規模氾濫減災協議会 ５月２５日 Ｗｅｂ

東京都土砂災害対策推進連絡会（令和２年度第

１回）
５月２９日 書面

あきる野学園防災教育推進委員会 ６月１０日 あきる野学園

東京都砂防協会通常総会 ６月１５日 書面

東京都被災者生活再建支援システム利用協議会

（総会）
７月 ８日 書面

多摩水道連絡会（総会） ７月１５日
東京都水道局多摩水道改

革推進本部（立川庁舎）

風水害の対応説明会 ７月２２日 Ｗｅｂ

都市型水害対策連絡会（秋川及び平井川流域）

の開催について
７月２７日 書面

防災気象情報の改善に関する説明会 ７月２８日 Ｗｅｂ

市町村防災力強化専門研修 ８月２６日 消防防災科学センター

あきる野学園防災教育推進委員会 １０月１３日 あきる野学園

第２回東京都市町村防災事務連絡協議会定例会 １０月２０日 書面

東京都砂防協会促進大会 １０月３０日 書面

被災者生活再建支援システム 第２回ユーザー

カンファレンス
１１月１１日 Ｗｅｂ
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（５）災害対応

ア 台風第１４号（対応期間：令和２年１０月５日～１０日）

（ア）市の体制 情報収集態勢 （イ）被害状況 特になし

イ 新型コロナウイルス感染症対策

（ア）市の体制 感染症対策本部設置

（イ）あきる野市新型コロナウイルス感染症対策本部会議の開催

※ 令和３年度に継続

令和２年度第１回西多摩保健医療圏域地域災害

医療連携会議
１１月１２日 Ｗｅｂ

多摩川・鶴見川・相模川流域大規模氾濫減災協

議会 幹事会
１１月２６日 Ｗｅｂ

多摩川タイムライン高度運用検討会 １１月２６日 Ｗｅｂ

多摩川タイムライン事前説明会 １２月１０日 Ｗｅｂ

受援体制の構築に関する研修会 １２月１４日 Ｗｅｂ

多摩川タイムライン訓練 １２月２２日 Ｗｅｂ

東京都管理河川の氾濫に関する減災協議会東京

都西多摩建設事務所幹事会

令和３年
１月１５日

書面

東京都総合土砂災害対策推進連絡会（令和２年

度第２回）
１月２５日 書面

多摩水道連絡会（ブロック会） ２月 ５日 書面

東京都・区市町村防災連絡調整会議 ２月２６日 Ｗｅｂ

東京都土砂災害対策推進連絡会（令和２年度第

３回）
３月 ２日 Ｗｅｂ

多摩川上流部大規模氾濫減災協議会 ３月 ４日 書面

第２回西多摩保健医療圏地域災害医療連携会議 ３月１８日 Ｗｅｂ

開 催 日 場 所

第１回 令和２年 ４月 ７日 市役所５階庁議室

第２回 ４月１０日 市役所防災センター

第３回 ４月１６日 市役所防災センター

第４回 ４月２３日 市役所防災センター

第５回 ４月３０日 市役所防災センター

第６回 ５月 ５日 市役所防災センター

第７回 ５月２２日 市役所防災センター

第８回 ５月２５日 市役所防災センター

第９回 ５月２６日 市役所防災センター

第１０回 ６月 ３日 市役所防災センター

第１１回 ６月１９日 市役所防災センター

第１２回 ８月２０日 市役所防災センター

第１３回 ８月２１日 市役所防災センター

第１４回 １１月１０日 市役所５階庁議室

第１５回 １１月２０日 市役所５階庁議室

第１６回 １２月１１日 市役所５階庁議室

第１７回 １２月２４日 市役所５階庁議室

第１８回 令和３年 １月 ７日 市役所防災センター

第１９回 １月 ８日 市役所５階庁議室

第２０回 １月１２日 市役所５階庁議室

第２１回 ２月 ３日 市役所５階庁議室

第２２回 ３月 ５日 市役所５階庁議室

第２３回 ３月１９日 市役所５階庁議室
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（６）地域防災リーダー育成事業

自主防災組織の中心的役割を担う人材の育成を目的として実施。町内会・自治会から推薦され

た消防団ＯＢや防災士、消防署ＯＢ等防災に関する高い知識と技能を有する方のほか、地域防災

リーダーとしての活動を希望する市民を対象に、地域防災リーダーに必要とされる資質を培うた

めの専門的な講演や図上訓練、体験型の実践的研修を行い、所定のプログラムを終了した方を

「地域防災リーダー」として認定する。

ア 研修実績

例年実施している次の研修については、令和２年度は新型コロナ対策のため、中止とした。

（ア）第１回研修 講演『地域防災の考え方、すすめ方』

（イ）第２回研修 地震体験、煙体験、応急救護訓練、消火訓練

（ウ）第３回研修 地震体験、煙体験、応急救護訓練、消火訓練

（エ）第４回研修 ＤＩＧ研修（簡易型災害図上訓練）

（オ）フォローアップ研修 地域防災リーダー既登録者を対象とした普通救命講習

イ 第１０期地域防災リーダー

認定者数 ０人（新型コロナ対策のため、育成事業が実施できなかった。）

（７）地域防災活動の支援

ア 防災・安心地域委員会本部役員会及び委員会の開催

イ 防災コンクール

（ア）開催日 新型コロナ対策のため中止

（イ）主催 防災・安心地域委員会

ウ 避難所開設・運営訓練

（ア）開催日 新型コロナ対策のため中止

（イ）主催 町内会・自治会連合会及び防災・安心地域委員会

エ 女性のための防災のつどい

（ア）開催日 新型コロナ対策のため中止

（イ）主催 防災・安心地域委員会

オ 地域の防災訓練等における給食訓練で使用する非常食の提供

（ア）提供団体数 ２団体

（イ）提供量 アルファ化米 １５０食

（８）防災行政無線自動電話応答装置

ア フリーダイヤル（市内固定電話）

（ア）確認ダイヤル番号 ０１２０－５５８－５４０

会 議 等 名 称 開 催 日 場 所

第１回本部委員会 令和２年 ６月１７日 市役所防災センター

第１回本部役員会 ７月２１日 市役所防災センター

第２回本部委員会 ８月１８日 市役所５階５０３会議室

第２回本部役員会 ９月１５日 市役所５階５０４会議室

第３回本部委員会 １０月２０日 市役所防災センター

第３回本部役員会 １１月１７日 市役所防災センター

第４回本部委員会 １２月１５日 市役所別館３階第１会議室

第４回本部役員会 令和３年 １月１９日 書面開催

第５回本部委員会 ２月１６日 書面開催

第５回本部役員会 ３月２３日 市役所防災センター
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（イ）利用件数 ６７２件

イ 有料ダイヤル（携帯やその他の電話）

（ア）確認ダイヤル番号 ０４２－５５８－７７７７

（イ）利用件数 １，５０３件

（９）あきる野市メール配信サービス

ア 登録件数（有効利用者） １３，８４９件

イ 配信件数 １６６件

（ア）火災発生・鎮火・誤報 ５８件

（イ）迷い人のおたずね・保護 ２２件

（ウ）防災関連 ４件

（エ）新型コロナウイルス関連 ７８件

（オ）その他 ４件

（10）ドローン(無人航空機)に関する取組

ＤＪＩ ＪＡＰＡＮ株式会社及び株式会社スカイシーカーとのドローン(無人航空機)の安全か

つ有効な活用促進に向けた合意書（平成２８年３月２８日締結）に基づき、当市におけるドロー

ン（無人航空機）の活用を推進するため、次の取組を行った。

ア ＤＪＩキャンプ

（ア）開催日 令和３年２月１日、２月５日

（イ）場所 戸倉しろやまテラス

（ウ）参加者 ２人

（エ）内容 ドローンを開発・製造するＤＪＩ ＪＡＰＡＮ株式会社が認定する、操縦者向

けの民間資格「ＤＪＩスペシャリスト」を取得するための講習会

イ Ｓｋｙ Ｓｅｅｋｅｒ Ａｃａｄｅｍｙ

（ア）開催日 令和２年１２月１０日～１１日

（イ）場所 群馬県館林市邑楽郡海老瀬（町民グラウンド）

（ウ）参加者 ３人（技能資格認定者は１人）

（エ）内容 災害時、孤立地域が発生した際に大型ドローンを活用し、救援物資搬送等を実

施するために要する専門的な知識や技能を取得するための講習会

ウ 職員向けドローン講習会

（ア）開催日 令和２年９月４日

（イ）場所 戸倉しろやまテラス

（ウ）参加者 １０人

（エ）内容 ドローン(無人航空機)の活用を推進するため、市職員がドローンについて学び、

安全な操作技術を身に着けるための講習会

エ 自由操縦訓練

（ア）開催日 令和２年１２月２３日

（イ）場所 戸倉しろやまテラス

（ウ）参加者 ５人

（エ）内容 ドローン(無人航空機)の活用を推進するため、市職員がドローンについて学び、

安全な操作技術を身に着けるための自由操縦訓練
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（11）防災行政無線システム（デジタル化）整備工事

ア デジタル化に合わせ、市が発信する防災情報を基に、速やかな避難準備及び避難が行えるよ

う戸別受信機を配置し、防災情報伝達環境を確保した。

（ア）配布戸数 ７５３件

（イ）配布先 消防団員、防災・安心地域委員会の役員、町内会長・自治会長、土砂災害特

別警戒区域内に居住する方、浸水想定区域又は土砂災害警戒区域内にある特に

防災上の配慮を要する方が利用する施設、公共機関等

イ 災害が発生した場合において、災害対策本部等との連絡を円滑に行えるよう、携帯型無線機、

車載型無線機、可搬型無線機を配置し、災害時の連絡体制を確保した。

（ア）携帯型無線機 １２１台（市関係各部、消防団、防災・安心地域委員会等に配置）

（イ）車載型無線機 ４３台（市庁用車、消防団車両に配置）

（ウ）可搬型無線機 ２２台（地域防災課、五日市出張所、市立小・中学校等に配置）

（12）ブロック塀等防災対策促進事業

地震発生時等におけるブロック塀等の倒壊による被害の防止を図り、災害に強いまちづくりを

推進するため、危険ブロック塀等を撤去し、撤去後に安全な塀等を設置する者に対し、その撤去

及び設置に要する経費の一部を補助した。

ア 件数 ８件

イ 補助額 １，０２３，５００円

（13）職員に向けた防災に関する研修等の実施

ア 職員同報メール伝達訓練

（ア）実施日 令和２年７月２９日

（イ）対象者 全職員

（ウ）内容 災害発生時又は災害発生のおそれがあるときなどに、職員に確実に情報を伝達

し、的確かつ迅速な態勢・対応がとれるよう、個人の情報端末宛に「職員同報メ

ール」を配信し、管理職へ安否確認の電話を行う訓練

イ コロナ禍における避難所開設に関する職員研修

（ア）開催日 令和２年８月５日

（イ）場所 市役所別館３階第１会議室

（ウ）参加者 ６８人（避難所配置職員等）

（エ）内容 災害発生時、コロナ禍においても迅速かつ安全に避難所を開設するための手段

や知識の習得を目的とした研修

ウ 市職員防災研修 「職員が持つべき危機管理意識と行動」

（ア）開催日 令和２年１０月２日

（イ）場所 市役所５階５０３・５０４・５０５会議室

（ウ）参加者 ８１人

（エ）内容 自然災害に備え、職員として持つべき危機管理の意識の向上や知識の習得を図

ることを目的とした研修

（オ）講師 瀧本浩一氏（山口大学大学院准教授）
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地域防災課 交通防犯係

１ 交通安全対策事業

（１）交通安全

ア 春の全国交通安全運動

（ア） 期 間 令和２年４月６日～１５日

交通事故死ゼロを目指す日 ４月１０日

※ 期間中、主要な交差点において、五日市・福生両交通安全協会による立哨活動を実施

（イ） 交通安全啓発事業

ａ 交通安全フェスティバル（福生警察署管内）

新型コロナ対策のため中止

ｂ 交通安全パレード及びキャンペーン（五日市警察署管内）

新型コロナ対策のため中止

（ウ） 交通安全講習会

新型コロナ対策のため中止

イ 秋の全国交通安全運動

（ア） 期 間 令和２年９月２１日～３０日

交通事故死ゼロを目指す日 ９月３０日

※ 期間中、主要な交差点において、五日市・福生両交通安全協会による立哨活動を実施

（イ） 交通安全啓発事業

ａ 交通安全フェスティバル（福生警察署管内）

新型コロナ対策のため中止

ｂ 交通安全の集い（五日市警察署管内）

新型コロナ対策のため中止

（ウ）交通安全講習会

新型コロナ対策のため中止

ウ 交通安全教室

中学生に交通事故の危険性を認識してもらい、交通安全意識の向上を図ることを目的とし、

スタントマンによる自転車と車両との衝突実演等の交通安全教室を実施（市内６中学校のうち

年に２校ずつ実施）予定であったが、新型コロナ対策のため中止した。

（２）福生警察署管内交通安全対策協議会連合会

開 催 日 内 容 場 所

令和２年 ６月
総会
１ 令和元年度事業報告、決算報告
２ 令和２年度事業計画、予算、役員改選

書面開催

８月１１日

第１回事務局会議
１ 秋の交通安全運動
２ 秋の交通安全フェスティバル
３ 交通安全啓発品について

瑞穂 町町 民会 館２
階ホール

１１月１８日

第２回事務局会議
１ ＴＯＫＹＯ交通安全キャンペーン
２ 交通安全視察研修
３ 交通安全啓発品の購入について

瑞穂 町町 民会 館２

階ホール

令和３年 ２月
交通安全視察研修
新型コロナ対策のため中止

高幡不動尊
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（３）補助金、負担金交付

（４）自転車等駐車場の管理

ア 自転車等駐車場内整理作業

（ア）武蔵五日市駅周辺自転車等駐車場

午前６時～午前８時（月曜日～金曜日） 整理員１人

（イ）武蔵増戸駅周辺自転車等駐車場

午前６時～午前８時（月曜日～金曜日） 整理員１人

（ウ）武蔵引田駅周辺自転車等駐車場

午前６時～午前８時（月曜日～土曜日） 整理員１人

（エ）秋川駅周辺自転車等駐車場

ａ 午前７時～午前９時（月曜日～土曜日） 整理員３人

ｂ 午後４時～午後５時（月曜日～金曜日） 整理員３人

（オ）東秋留駅周辺自転車等駐車場

ａ 午前６時３０分～午前９時３０分（月曜日～金曜日） 整理員１人

ｂ 午前６時３０分～午前１０時３０分（月曜日～金曜日） 整理員２人

ｃ 午後１時３０分～午後３時００分（月曜日～金曜日） 整理員２人

ｄ 午前６時３０分～午前８時３０分（土曜日） 整理員２人

イ 自転車等駐車場内放置自転車撤去作業

（ア）第１回

ａ 警告札取り付け 令和２年 ６月 １日

ｂ 警告期間 令和２年 ６月 ２日～１１日

ｃ 移動整理日 令和２年 ６月１２日～１６日

ｄ 移動整理期間 令和２年 ６月２０日～８月１８日

ｅ 処理日 令和２年 ９月 ３日

ｆ 処理内容

※ 一部の部品を利用する台数も含む。

（イ）第２回

ａ 警告札取り付け 令和２年１１月３０日

３月
第３回事務局会議
新型コロナ対策のため中止

団 体 名 補助金等交付額（円）

福生交通安全協会 負担金 ２，０９１，０４０

五日市交通安全協会 負担金 １，４１１，２３０

福生警察署管内交通安全対策協議会連合会 負担金 １００，０００

福生交通安全協会秋川支部 補助金 ２，９５７，３２８

五日市交通安全協会五日市４支部 補助金 １，０３６，６２９

場 所
移動整理
台数

資源として
の処分台数

再活用目的での
保管台数（※）

引取り
台数

東秋留駅周辺自転車等駐車場 ４１ １９ １４ ８

秋川駅周辺自転車等駐車場 ５７ １８ ２０ １９

武蔵引田駅周辺自転車等駐車場 ４１ １０ ７ ２４

武蔵増戸駅周辺自転車等駐車場 １５ ５ ４ ６

武蔵五日市駅周辺自転車等駐車場 ２０ ５ ４ １１

合 計 １７４ ５７ ４９ ６８



- 86 -

ｂ 警告期間 令和２年１２月 １日～１０日

ｃ 移動整理日 令和２年１２月１１日～１４日

ｄ 移動整理期間 令和２年１２月１８日～令和３年２月１５日

ｅ 処理日 令和３年 ３月 ４日

ｆ 処理内容

※ 一部の部品を利用する台数も含む。

２ 交通災害共済事務事業

市町村民の相互共済事業により、交通事故に遭った方に対して給付を行い、もって住民の生活の

安定と福祉に寄与する。

（１）加入状況

（２）見舞金支払状況

ア Ａコース 見舞金支払率６４．９％

（＝見舞金支払額２，６４０，０００円÷令和２年度会費４，０７０，０００円）

（単位：件）

イ Ｂコース 見舞金支払率２７．４％

（＝見舞金支払額２４０，０００円÷令和２年度会費８７５，０００円）

（単位：件）

場 所
移動整理
台数

資源として
の処分台数

再活用目的での
保管台数（※）

引取り
台数

東秋留駅周辺自転車等駐車場 ４０ １２ １５ １３

秋川駅周辺自転車等駐車場 ５１ １９ １５ １７

武蔵引田駅周辺自転車等駐車場 ２６ １３ ３ １０

武蔵増戸駅周辺自転車等駐車場 １０ ２ ２ ６

武蔵五日市駅周辺自転車等駐車場 １０ ２ １ ７

合 計 １３７ ４８ ３６ ５３

区 分

組織
市町村

人口（人）
（令和２年４
月１日現在）

コース
一般加入
（人）

団体加入
（人）

特別
加入
（人）

合 計
（人）

加入率
（％）

あきる野市 ８０，５７５

Ａ ４，０７０ ０ ０ ４，０７０ ５．１

Ｂ １，７５０ ０ ０ １，７５０ ２．２

合計 ５，８２０ ０ ０ ５，８２０ ７．２

１級
３００万円
３００万円

２級
３００万円
３００万円

３級
３４万円
２５万円

４級
１４万円
９万円

５級
８万円
５万円

６級
４万円
３万円

合計
※上段新
※下段旧

支払率
（％）

０
０

０
０

１
０

７
０

１１
０

１１
０

３０
０

６４．９

１級
１５０万円
１５０万円

２級
１００万円
１００万円

３級
１７万円
１６万円

４級
７万円
６万円

５級
４万円
３万円

６級
２万円
２万円

合計
※上段新
※下段旧

支払率
（％）

０
０

０
０

０
０

２
０

２
０

１
０

５
０

２７．４
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３ 防犯対策事業

（１）防犯啓発事業

（２）負担金交付

（３）自動通話録音機貸与事業

市内の６５歳以上の高齢者に対し、特殊詐欺被害を未然に防止することを目的とし、自動通話

録音機を貸与

ア 貸与台数 ５６９台

イ 自動通話録音機購入費 ２，０９９，２０９円

（４）警察署への防犯カメラデータの提供

ア 福生警察署 ８回

イ 五日市警察署 ３回

ウ 青梅警察署 １回

（５）安全・安心まちづくり協議会

新型コロナ対策のため中止

開 催 日 内 容 場 所

令和２年 ６月
福生警察署管内公益企業等暴力対策協議会総会
１ 令和元年度活動報告、決算報告
２ 令和２年度活動計画、予算、役員改選

書面開催

６月
五日市警察署管内公益企業等暴力対策協議会総会
１ 令和元年度活動報告、決算報告
２ 令和２年度活動計画、予算、役員改選

書面開催

７月 ４日
夏まつり会場での防犯啓発活動
新型コロナ対策のため中止

１０月 １日
全国地域安全運動防犯のつどい（福生警察署管内）
新型コロナ対策のため中止

福生市民会館

１０月 ４日
地域安全のつどい（五日市警察署管内）
新型コロナ対策のため中止

五日市会館

１１月
産業祭会場での防犯啓発活動
新型コロナ対策のため中止

都立秋留台公園

偶数月の１５日
（年金支給日）

年金支給日に市内金融機関において、五日市・福生警
察署及び防犯協会と連携し特殊詐欺被害防止啓発活動
新型コロナ対策のため中止

市内金融機関

団 体 名 負 担 金 交 付 額 （円）

福生警察署管内防犯協会 １，１９４，８８０

福生警察署管内公益企業等暴力対策協議会 ５，０００

五日市防犯協会 １，０９７，１００
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地域防災課 地域振興係

１ 町内会・自治会関係

（１）町内会・自治会の数と加入世帯の状況（令和２年４月１日現在）

（２）町内会・自治会連合会運営費補助金交付状況

（３）町内会・自治会運営費補助金交付状況

（４）町内会館・自治会館維持費補助金交付状況

（５）町内会館・自治会館建設費等補助金交付状況

（６）町内会・自治会掲示板建築費等補助金交付状況

（７）住民による地域生活環境整備推進事業補助金交付状況

（８）コミュニティ事業交付金交付状況

交付金交付総額 ２，９１８，０００円（単一１７件、協働会２件、連合会１件）

ア 地域活性化事業

町内会・自治会数 加入世帯数

８４ １６，７２０

件 数 補 助 額（円）

１ ３，１３４，７００

件 数 補 助 額（円）

８３ ２０，２９３，８１０

件 数 １会館管理団体当たりの補助額（円） 補 助 額（円）

８４（８０会館） ５４，０００ ４，５３６，０００

町内会･自治会名 補 助 額（円） 事 業 内 容

渕上町内会 ２６９，０００ 畳表替え・玄関補修工事

雨間町内会 ２９９，０００ 屋根・破風の改修工事

小宮久保町内会 ３１１，０００ 床改修工事

養沢自治会 ３，２６８，０００ 大規模改修工事

軍道自治会 ５６０，０００ エアコン改修工事

小川町内会 ９３７，０００
空調機改修工事、照明の LED 化工事、間仕切り
工事

原小宮町内会 ２７７，０００ エアコン設置工事

中平自治会 ４４５，０００
エアコン改修工事、給湯設備改修工事、濡れ縁
改修工事

小中野自治会 １９８，０００ エアコン設置工事

留原自治会 ５４０，０００ 屋根改修工事

合 計 ７，１０４，０００

町内会･自治会名 補 助 額（円） 事 業 内 容

雨間町内会 ５８，０００ ２基修繕

山田下分自治会 ４５，０００ １基修繕

前田自治会 ４５，０００ １基新設

羽ヶ田町内会 ２７，０００ １基修繕

合 計 １７５，０００

町内会･自治会名 補助額（円） 事 業 内 容

瀬戸岡町内会 ５０，０００ 瀬戸岡会館敷地にある老木の撤去

組織名 交付金額（円） 事 業 内 容

中村自治会 ３０，０００ 自治会だより「若鮎」の発行

山田下分自治会 １００，０００ 各家庭で楽しく出来る防災ランプ

富士見台自治会 １００，０００ 富士見台自治会ふれあい祭り【継続】
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イ 安全・安心対策事業

ウ 生活環境整備事業

エ 加入促進事業

（９）あきる野市町内会・自治会活動支援資金貸付金貸付状況

２ 学習等供用施設使用状況

組織名 交付金額（円） 事 業 内 容

網代自治会 １００，０００ 豪雨災害に向けた避難訓練

秋川南岸５自治会連絡協議会 ３００，０００
地域の安全・安心、ハザードマップの動
画制作【継続】

三内自治会 １００，０００
コロナ禍における一時避難所の設置内容
検討と設置・避難訓練

秋留台自治会 １００，０００ 防災訓練

小川町内会 １００，０００ 小川町内会 避難所開設訓練

牛沼町内会 １００，０００ 安全・安心対策事業（防災関連事業）

二宮町内会 １００，０００
コロナ禍における一時避難所の設置内容
検討と設置・避難訓練

菅生町内会 １００，０００
自主防災組織の研修及び訓練による地域
の安全・安心の推進事業

草花町内会 １００，０００ 草花町内会自主防災活動の強化事業

菅生町内会・四軒在家町内
会・尾崎町内会

３００，０００
防犯カメラ設置による地域の安全・安心
の推進

油平自治会 １００，０００
新型コロナ禍における「一時避難場所」
の設置内容の検討と設置及び運営等の避
難訓練

小中野自治会 １００，０００
コロナ禍における小中野地区防災行動力
向上事業

組織名 交付金額（円） 事 業 内 容

瀬戸岡町内会 １００，０００ 瀬戸岡町内美化活動

新宿自治会 １００，０００ 通称弁慶下の迂回路改修作業

深沢自治会 ９０，０００ 深沢自治会館前の排水溝整備および浸透升設置

組織名 交付金額（円） 事 業 内 容

折立町内会 １００，０００ 冊子「折立町内会の栞」の発行

あきる野市町内会・自治会連合会 ６９８，０００ 加入促進強化事業

団体名 貸付金額（円） 事 業 内 容

あきる野市町内会・自治会連合会 ２，０００，０００
コロナ禍における令和２年度避
難所開設訓練・運営訓練

あきる野市町内会・自治会連合会東
秋留地区

３６４，０００
「わが家の防災ジャバラ」（携
帯用）の作成配布

開館
日数

施設区分
利用
件数

使用料

徴収分 減免分

件 数 金額（円） 件 数 金額（円）

二宮地区会館 252

会議室 15 5 2,000 10 11,800

学習室 8 0 0 8 8,200

休養室 27 25 14,000 2 4,000

保育室 12 11 13,200 1 1,600

集会室 27 21 54,000 6 11,000

小計 89 62 83,200 27 36,600

千代里会館 253

会議室 9 4 3,600 5 4,800

学習室 156 107 108,600 49 36,000

集会室 9 8 17,000 1 1,500
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３ コミュニティ会館使用状況

小計 174 119 129,200 55 42,300

御堂会館
253

会議室 98 93 75,000 5 3,800

学習室 5 0 0 5 8,000

保育室 215 199 203,600 16 25,000

休養室 24 18 12,400 6 9,800

集会室 230 212 285,750 18 18,950

小計 572 522 576,750 50 65,550

鳥居場会館 253

会議室 16 12 14,200 4 20,800

学習室 62 54 56,400 8 41,600

休養室 87 83 97,200 4 20,800

集会室 117 113 97,000 4 26,000

小計 282 262 264,800 20 109,200

玉見会館 252

学習室 4 0 0 4 7,200

保育室 15 0 0 15 13,400

集会室 11 1 1,000 10 19,000

小計 30 1 1,000 29 39,600

野辺地区会館 105

学習室 14 6 4,600 8 41,600

休養室 52 42 44,400 10 44,800

集会室 85 69 77,500 16 43,500

小計 151 117 126,500 34 129,900

草花台会館 253

学習室 45 32 52,000 13 54,800

保育室 5 0 0 5 26,000

休養室 80 72 61,600 8 30,400

集会室 15 3 3,000 12 40,250

小計 145 107 116,600 38 151,450

楓ヶ原会館 253

学習室 30 22 24,800 8 41,600

保育室 20 9 4,000 11 28,200

休養室 20 16 12,800 4 20,800

集会室 102 95 540,750 7 31,000

小計 172 142 582,350 30 121,600

増戸会館 251
集会室 8 8 11,000 0 0

小計 8 8 11,000 0 0

合 計 1,623 1,340 1,891,400 283 696,200

開館
日数

施設区分
利用
件数

使用料

徴収分 減免分

件数 金額（円） 件数 金額（円）

小宮会館 252

会議室 10 1 800 9 42,400

和 室 23 17 8,500 6 28,000

小計 33 18 9,300 15 70,400

戸倉会館 252

会議室 3 0 0 3 2,200

和 室 0 0 0 0 0

小計 3 0 0 3 2,200

代継会館 252

会議室 26 4 10,800 22 19,500

休憩室 10 4 5,400 6 3,200

和 室 39 6 16,500 33 38,950

小計 75 14 32,700 61 61,650
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※ 新型コロナ対策のため、４月１日から６月４日まで臨時休館。また、１月８日から２月７日

まで１９時以降の使用中止と飲食禁止（最低限の水分補給は可）とした。

４ コミュニティの育成

（１）花いっぱい運動推進協議会

地域のまちづくり事業の一環として、花いっぱい運動を推進することにより、生活環境を美化

し、美しいまちづくりに資することを目的に設置している。

※ 新型コロナ対策のため、例年実施している花壇コンクールと先進地視察は中止とした。

（２）花いっぱい運動参加事業費補助金事業

各町内会・自治会が地域の花壇に花苗の植付けをして環境美化のまちづくり及びコミュニティ

活動の推進をしている。参加を希望した４１町内会・自治会に対して花苗等購入代金を花壇面積

に応じて補助した。補助金の交付は年１回分だが、新型コロナ対策のため植え付け時期について

は年度内とした。また、種から花を育苗し、年間を通じ、市役所庁舎花壇等に植え付け、維持管

理を行っているボランティアグループ２団体に、種や肥料の購入代金を補助した。

ア 花いっぱい運動参加事業費補助金

（ア）補助件数 ４１件

（イ）補助額 １，９７０,４８２円

（ウ）期 日 令和２年５月３０日～令和３年３月３１日

（エ）植付け花苗数 １８，６６０株分

イ 支援花壇認定（秋季）

花壇コンクールの入賞花壇を支援花壇として、秋季の花苗等の配布をしているが、令和２年

度は花壇コンクールが中止となったため、花いっぱい運動参加団体の中で希望する団体に花壇

面積に応じて、花苗、培養土、肥料を購入し、支給した。

３３団体合計 ２５０，８１０円

ウ 花づくりボランティア団体（２団体） １０８，０００円

（３）オープンガーデン事業

個人で育てた草花やデザインした庭を、広く一般の方に公開するもので、花を通じて交流の場

を作り出すことを目的に実施した。

令和２年度オープンガーデン公開軒数 １３軒

※ 新型コロナ対策のため、本事業のＰＲを目的にオープンガーデンをバスと徒歩で見学する

「オープンガーデンめぐり」事業は中止とした。

（４）コミュニティ関係団体の状況

団体登録総数 ７６団体（１，６４６人）

北伊奈会館 252

会議室 29 19 14,800 10 15,600

和 室 62 61 61,000 1 500

小計 91 80 75,800 11 16,100

合 計 202 112 117,800 90 150,350

開 催 日 実 施 内 容

令和２年 ６月 ３日 花いっぱい運動推進協議会委嘱書交付式及び２年度第１回会議

令和３年 ３月１５日 第２回会議（書面）
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５ 生活バス路線対策維持関係

過疎現象等による輸送人員の減少のため、路線バス事業の遂行が困難となっている西東京バス

（株）に対し、バス路線の運行を維持するための経費の一部を補助した。

生活バス路線維持費補助金 ３４，１４３，９８８円

６ 循環バス（るのバス）運行関係

公共交通不便地域の解消と交通手段を持たない高齢者を始めとした市民の公共施設等への交通手

段の確保を目的として実施し、循環バスを運行する西東京バス（株）に対し、循環バス運行事業に

要する経費の一部を補助した。

循環バス運営費補助金 １７，２５１，０００円

（１）運行日数 ２４４日

（２）運行回数 ２，６８４回（１１回／日）

（３）乗車人員 ２４，８７８人

ア １日当たりの平均乗車人員 １０２．０人

イ １便当たりの平均乗車人員 ９．３人

ウ 乗車人員内訳

（ア）１便 ２，２７２人 （カ）６便 ３，１７３人 （サ）１１便 ８７４人

（イ）２便 ４，４５６人 （キ）７便 ２，２２０人

（ウ）３便 ４，２３５人 （ク）８便 １，８３２人

（エ）４便 １，２３６人 （ケ）９便 １，００２人

（オ）５便 ２，７５２人 （コ）１０便 ８２６人

７ 盆堀地区交通対策関係

交通空白地域として位置付けられた盆堀地区において、交通弱者の交通を確保するため、盆堀地

区交通対策事業を実施した。

（１）運行経費 １，１０１，５９３円

（２）運行日数 ２４１日

（３）乗車人員 ９６人

ア 往路 ５０人

イ 復路 ４６人

８ 日照確保対策関係

西部山間地域１３自治会の地域を対象として、住民の快適な生活環境を確保するため、日照を阻

害している立木の伐採に要する経費の一部を補助する。令和２年度は、申請がなかった。

９ テレビ共同受信施設維持管理関係

地上デジタル放送の難視聴地域の解消を図るため、テレビ共同受信施設の維持管理を行った。

（１）テレビ共同受信施設整備経費 １８，２７３，５３０円

（２）テレビ共同受信施設維持管理委託料 ７，４２５，０００円


